
 

 

   
 
 
 
 
 
 
 

【重要】宅建業における兼業について ※詳細は別紙ご参照ください。 
愛媛県庁からの指摘が増えています。業種別にまとめましたので、兼業に関わる場合には別紙兼務欄

をご参照のうえご注意ください。 

 

生物多様性法施行に伴う重説書式改訂について／全宅連 
生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律（略称：生物多様性法）施行による業

法施行令の一部改正に伴い、令和 7年４月１日より重要事項説明の説明事項が追加されました。 

全宅連重要事項説明書書式も変更となりました。対象となる書式は下記書式です。 

１ 一 般 売 主 用：土地の売買・交換用、土地建物の売買・交換用、区分所有建物の売買・交換用 

２ 宅建業者売主用：土地の売買・交換用、土地建物の売買・交換用、区分所有建物の売買・交換用 

３ 貸 借 用：土地貸借用 

 

悪用される空き家（空き部屋）等の対策に関する広報啓発／国交省 

特殊詐欺における詐取金や密輸された不正薬物の送付先に空き家（空き部屋）が利用されてい

るほか、空き家（空き部屋）に限らず、賃貸住宅等が特殊詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺に

おける犯人グループの活動拠点に利用されている実態がみられ、この種の犯罪の取締りや被害防

止の推進上、空き家（空き部屋）等の対策が重要な課題となっています。 

警察庁及び財務省は、賃貸住宅等の管理を業として行う不動産管理業者等やその関連団体に、

空き家（空き部屋）等が特殊詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺、不正薬物の密輸等に利用され

ていること、その手口等をご理解いただくことが非常に重要と考えています。 

空き家（空き部屋）等の不審な利用を把握した場合は警察又は税関へ通報するよう犯罪の被害

防止にご協力をお願いします。 

 

「都市計画法に基づく開発許可制度の手引き」の改訂について／愛媛県 
都市計画法に基づく開発許可制度の手引きを改訂します。 

・令和７年４月１日から 許可申請等手数料額を一部変更 

・令和７年５月 23日から 盛土規制法の規制が開始されるため申請に必要な様式を追加 

・令和７年 10月１日から 松前町が開発許可権者となります 

・都市計画法に基づく開発許可制度の手引き 

愛媛県庁ＨＰ（https://www.pref.ehime.jp/）> 組織でさがす > 土木部 道路都市局 

> 都市計画課 > 開発許可制度の手引き 

・盛土規制法に基づく届出・許可申請の手引き 

ＨＰ（都市計画課まで同じ） > 盛土規制法のページ 

（問合せ先）愛媛県土木部道路都市局 都市計画課 宅地開発・盛土指導Ｇ 

担当／立川氏・宮﨑氏・吉丸氏 TEL：089-912-2742 

 

LINE 公式アカウントお友達登録のご案内 

 令和７年度より、LINE 公式アカウントの運用を開始しました。愛媛宅建が提供する最新の情報

を LINEでお知らせいたします。 

【お友達登録方法】「友だち追加」➡「ＱＲコード」➡右のＱＲコードを読み取る  

➡画面に従って設定をお願いします。 

  

 

 

 

 

賃貸住宅物件の広告について／愛媛県庁 
情報サイトに誤った内容を掲載したことにより愛媛県庁に苦情が寄せられ、対処された案件が

ありました。情報サイトは、物件を選ぶうえで利用者も増えており、その重要性が増しています。
消費者が情報サイトを安心、かつ、信頼して利用できるよう、常に正確な情報となるよう細心の
注意を払う必要があります。利用者目線に立ったうえでの掲載内容となるよう留意ください。 
（申立ての概要） 
・松山市内の賃貸住宅物件について 

情報サイトには「ネット使用料不要（無料）」と記載されているが、実際に現地で仲介する
宅地建物取引業者（情報サイト掲載業者）から説明を受けたところ、「インターネット使用料
は別途必要」とのことであった。実際と異なる（虚偽の可能性がある）広告により、不要な時
間・労力を費やすことになった。 

（宅地建物取引業者の対応） 
事務処理のミスにより、誤った内容を情報サイトに掲載してしまった。 
申立てのあった物件を掲載するすべての情報サイトを早急に調査し、近日中に訂正する。 
心当たりのあるお客様には個別に謝罪をする。 
以後、同様なことがないよう、この件を社内で共有・周知し再発防止に努める。 

（宅地建物取引業法（抜粋）） 
（誇大広告等の禁止） 
第 32条 宅地建物取引業者は、その業務に関して広告をするときは、当該広告に係る宅地又は
建物の所在、規模、形質若しくは現在若しくは将来の利用の制限、環境若しくは交通その他
の利便又は代金、借賃等の対価の額若しくはその支払方法若しくは代金若しくは交換差金に
関する金銭の貸借のあっせんについて、著しく事実に相違する表示をし、又は実際のものよ
りも著しく優良であり、若しくは有利であると人を誤認させるような表示をしてはならない。 

 

各種周知について／国交省 

１.既存建築物の現況調査ガイドラインの改訂について 

国土交通省において「既存建築物の現況調査ガイドライン」が一部改訂されました。 

２.液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部改正 

ＬＰガス事業者が不動産関係者・建設業者に対し、設備貸与や配管工事、紹介料などの形で

過大な利益供与を行うことや、ＬＰガス料金として、ＬＰガスとは関係のない費用を入居者に

請求することを禁止するなどの措置を講じ、一部は令和６年７月２日に施行されています。 

令和７年４月２日に、未施行であった三部料金制に係る規定が施行されました。 

経産省ＨＰ：https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250402001/202500402001.html 

３.重要土地等調査法に基づく区域の指定について 

重要土地等調査法に基づく注視区域及び特別注視区域について、今回新たな区域指定に係る

告示が公布され、令和７年５月１日施行されました。 

内閣府ＨＰ：https://www.cao.go.jp/tochi-chosa/index.html 

４.子育て支援型共同住宅推進事業について 

国土交通省では、共同住宅（賃貸住宅や分譲マンション）を対象に、転落防止手すりや補助

錠の設置、防犯性の高い窓や玄関ドアの設置、防犯安心性の確保のための宅配ボックスの設置、

多目的室やプレイロットなどの設備の設置等、整備費の一部に補助を行う「子育て支援型共同

住宅推進事業」を実施しています。 

国土交通省ＨＰ（子育て支援型共同住宅推進事業について） 
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https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000127.html 

応募用事務局ＨＰ（子育て支援型共同住宅サポートセンター）https：//kosodate-sc.jp/ 

会有地売却情報/国家公務員共済組合連合会 

国家公務員共済組合連合会所有の土地を一般競争入札により売却することの連絡がありました。 

（売却物件） 

物件番号 07-002 愛媛県松山市高砂町二丁目２番６ 宅地 418.48㎡ 

詳細 https://www.kkr.or.jp/tyoutatu/kaiyuuti/ 

入札参加希望の場合 

・法人：入札参加申込書、誓約書、法人登記簿謄本(履歴事項全部証明書)、代表者印鑑証明書 

・個人：入札参加申込書、誓約書、印鑑登録証明書 

令和７年６月６日（金）までに国家公務員共済組合連合会へ持参又は電話連絡のうえ郵送

（期限内必着のこと）してください。提出された書類はいずれも返還いたしません。 

※証明書類は発行後３か月以内のものに限ります。 

＜書類等請求・提出場所・問合せ先＞ 国家公務員共済組合連合会 管財・営繕部 松山担当 

住所：東京都千代田区九段南 1-1-10  TEL:03-3222-1841（内線 341・345） 

 

市有地処分の媒介依頼について／四国中央市政策部管理課 

１．媒介依頼物件 

Ｎｏ 所 在 地  地目 面積(㎡） 売却価格(円) 

１ 土居町北野甲 1927番 1外 2筆 宅地 313.15 1,847,000 

２ 川之江町字宮ノ谷 2751番 21 宅地 223.45 4,758,000 

３ 川之江町字港通り 4069番 7 宅地 155.73 3,971,000 

４ 豊岡町大町字江ノ久保 2540番 90 宅地 229.10 3,264,000 

５ 豊岡町大町字江ノ久保 2540番 144 宅地 228.41 3,323,000 

６ 豊岡町大町字江ノ久保 2540番 146 宅地 228.20 3,320,000 

７ 豊岡町大町字江ノ久保 2540番 148 宅地 229.01 3,332,000 

８ 豊岡町大町字江ノ久保 2540番 185 宅地 227.43 3,309,000 

９ 川之江町余木字桝ケ底 1236番 1 宅地 103.73 2,480,000 

10 川之江町余木字桝ケ底 1234番 1外 1筆 宅地 554.84 10,990,000 

11 川之江町字破砂子 936番 3 宅地 473.87 19,345,000 

12 上分町字町東 642 番 5外 1筆 宅地 220.51 6,544,000 

２．問合せ先  

四国中央市政策部管理課 財産管理係 担当／松本氏・河崎氏 

〒799-0497 四国中央市三島宮川 4丁目 6番 55号  TEL：0896-28-6167 

  ※物件資料詳細については、四国中央市ＨＰから閲覧・取得できます。 

 

市道の財産管理業務について／松山市 

都市生活サービス課が所管する市道の境界確認や占有、道路台帳発行などの業務を道路河川管

理課に移管します。 
・変更前 開発建築部 都市生活サービス課 廃止 
・変更後 都市整備部 道路河川管理課（松山市役所本庁舎６階） 

（移管する業務及び電話番号） 
・市道認定・道路台帳・道路用地の寄附に関すること TEL：089-948-6472 
・市道との境界確認                TEL：089-948-6847 
・市道の道路占有・通行制限に関すること      TEL：089-948-6473・6975 

（その他） 
・法定外公共物（水路）の財産管理は引き続き道路河川管理課にて行いますが電話番号が変更

になります。 変更後番号 TEL：089-948-6847 
 

愛媛県防災士養成講座の実施について／愛媛県防災危機管理課 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受 講 料】 12,000円 

【申込期限】 各会場実施日の 20日前まで（定員となり次第 受付終了） 

【申込方法】 受講申込フォームへ必要事項を入力後、送信 

※講座内容等の詳細と受講申込フォームは愛媛県庁ＨＰをご覧ください。 

愛媛県庁ＨＰ＞組織でさがす＞県民環境部 防災局＞防災危機管理課＞防災士養成講座 

【問合せ先】愛媛県庁 県民環境部 防災局 防災危機管理課   

防災訓練・情報Ｇ 竹下氏 TEL:089-912-2319 

 

日本赤十字社所有地の売却について／松山赤十字病院 

１．物件  
所在地 地目 地積 

松山市清水町三丁目 90番３ 宅地 2,125.43㎡ 

松山市清水町三丁目 87番 宅地 1,770.98㎡ 

２．入札日時及び場所 
日 時：令和７年９月３日(水)11：00 ※ 参加申込期限は７月 25日（金） 

場 所：松山赤十字病院 北棟４階 大会議室 

３．問合せ先 
松山赤十字病院 事務部管財課 営繕係 TEL：089-926-9510 
松山赤十字病院 HP 入札・契約情報 https://www.matsuyama.jrc.or.jp/news/31929/ 
をご覧ください。 

宅地建物取引業免許に関する申請書類・届出書 様式変更 

 愛媛県庁に提出の申請書類・届出書の様式が令和７年４月１日変更されました。 

 愛媛県庁ＨＰから新様式をダウンロードのうえ作成をお願いします。 

 事務所に備付けの従業者名簿も新様式になりました。性別及び生年月日欄が削除されました。 

 

会員様向け毎月の定期便について 
令和６年度から定期便は２か月に 1 度、奇数月に発送しております。 

次回は ７月 です 
 

受付済

 

https://www.ehime-takken.or.jp/wp/wp-content/uploads/2024/05/8e49bffb60534c4745270b8fd9e1bee6.jpg�



	292R0705.pdf
	292R0705-2.pdf

